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Profile
田 中 竜 介

国際労働機関（ILO）駐日事務所プログラムオフィサー/渉外・労働基準専門官
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• SDGsやビジネスと人権の文脈での国際労働基準の普及活動に従事、政府、使用者

及び労働者団体、市民社会との協業のほか、諸国大使館との連絡窓口。

• グローバルサプライチェーンに関するプロジェクトの組成・実施を担当。

• 外務省「ビジネスと人権に関する行動計画（NAP)に係る作業部会」構成員。

• 経産省「サプライチェーンにおける人権尊重のためのガイドライン」検討会委員。

• 前職は弁護士として主に労働事案に関する国内及び渉外法務に従事。

• 米ニューヨーク大学ロースクール法学修士（LL.M）。

For more information:
tanaka@ilo.org 03-5467-2701
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本日の概要

 なぜビジネスと人権なのか ～背景事情と近時の動向～

 人権の意義、人権への負の影響とは何か

 人権の保護・尊重に向けて国家の果たす役割

 企業の人権尊重責任－人権デューディリジェンスとは

 企業実務にどう落とし込むか－企業実例を踏まえて
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ILO - 労働の課題を扱う国連専門機関
• ILO－1919年第１次世界大戦後設立

国際連合の専門機関- 1946
労働における基本的原則及び権利宣言- 1998
100周年宣言：仕事の未来へ「人間中心のアプローチ」- 2019

• 加盟国は現在187 (最終更新日：2019年3月19日)

• 条約勧告（国際労働基準）の策定・適用監視
• 技術協力、訓練・教育
• 調査・研究

加盟国
政府・労働者・使用者代表

の三者構成

社会正義
（Social Justice）

ディーセント・ワーク
（Decent Work）

Copyright©2022@ILO Tokyo, All Rights Reserved

©ILO

©ILO©ILO 3



な ぜ「 ビジネスと人権」なのか

背景事情と近時の動向
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議論のための問い１（複数選択可）
「ビジネスと人権」と聞いて意識するのは

どんなことですか？
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A. (発展途上国で起きている)
児童労働や強制労働

B. セクハラやパワハラ
C. 部落差別の課題
D. 女性の管理職登用
E. 外国人労働者
F. 個人情報の保護
G. 働き方改革

H. 労働安全衛生
I サステナビリティ報告書
J. AI/IoT
K インターネットサービスの提供

Copyright©2022 ILO Tokyo, AllRights Reserved
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ラナ・プラザ倒壊事故
（2013年4月、バングラデシュ）

ビル内に５つの縫製工場、
1100人以上死亡

世界最低水準の人件費
世界中のメーカーの衣料品を生産
中国に次ぐアパレル輸出国

その６０％がヨーロッパ
２０％が北米出典：Youtube - https://youtu.be/dq0AxeDxpEI
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海外法制（人権DD、情報開示、貿易措置、タクソノミー）

PRIwebpage: What data do investors need to manage human rights risks? Figure 2: Legislation on human rights around the world:
https://www.unpri.org/human-rights/what-data-do-investors-need-to-manage-human-rights- risks/10856.article



物言う債権者/株主へ 今後はESG訴訟の活発化も

企業にESG経営を求める投資家
• 2006年に発足したPRI(投資責任原則)は、

コロナ禍でも拡大を続け、運用資金残高は

2021年時点で121兆ドルに達し、署名機関

数は2023年9月時点で5,337社となっている。

• 2015年、世界最大の機関投資家である年金

積立金管理運用独立行政法人(GPIF)がPRIに署名。

• 最近では「ESG (Environment (環境)、Social (社会)、Governance (企業統治)」の「S」、

特に人権についての注目が高まっている。

• 有価証券報告書において、男女賃金格差、人的資本、サステナビリティ情報の開示が義務化。

• 2023年に入り、日本のメガバンク・トラストの動きが加速化。３メガによる融資先のサプライチ

ェーン確認、改善なければ新規融資を停止へ。株主権行使。

UNPRI Annual Report 2023 
(https://dwtyzx6upklss.cloudfront.net/Uploa
ds/z/s/n/pri_ar2023_smaller_file_8875.pdf) 
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PRI Signatory growth in 2006-2023
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出典：金融庁－サステナビリティ
情報の記載欄の新設等の改正に

ついて（解説資料）より抜粋
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出典：日本証券取引所ウェブページ

出典：「人的資本可視化指針」P7 内閣官房ウェブページ

進展する情報開示制度
男女間賃金格差、人的資本開示
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技能実習制度の大転換

NHK: 3 April 2023

公共調達で実質義務化?

法務省資料：
https://www.moj.go.jp/isa/content/
001415280.pdf

公共調達の入札説明書や契約書等において、

「入札希望者／契約者は「責任あるサプライ

チェーン等における人権尊重のためのガイドラ

イン」を踏まえて人権尊重に取り組むよう努め
る。」旨の記載の導入を進めることとしました。

令和５年４月４日定例閣議案件：
https://www.kantei.go.jp/jp/tyouk
anpress/202304/4_a.html



企業に人権尊重を求める消費者
～消費者意識の変化と共に高まる事業リスク～

2015年に採択されたSDGｓ(「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」)は広く社会
に浸透し、消費者が社会的意識の高い（エシカルな）商品・サービスに乗り換える傾向が高まりつつある。

一方で、不適切事例発覚により、不買運動等で売上げが減少するリスクがある。

消費者意識調査結果の概要（2022年11月 消費者庁）

⑴「エシカル消費」の認知度は2016年の6.0%から26.9％と約4.5倍となった。20代は36.5％。
⑵エシカル消費につながる商品・サービスの購入経験を尋ねたところ、63.0％が経験があ
ると回答。
⑶エシカル消費に取り組む理由について、「同じようなものを購入するなら環境や社会
に貢献できるものを選びたい」と回答した人は53.8%と最も高く、次いで「節約につなが
る」が47.1％、「環境問題や社会問題を解決したい」が46.3％であった。

Copyright©2022 ILOTokyo,All RightsReserved
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出典：消費者庁「令和4年度消費生活意識

調査(第3回)」の結果について)
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出典：リクルートワークス研究所「Works Report 2023：未来予測2040」

出典：国土交通省、国立社会保障・人口問題研究所

人口減少社会日本のリアリティ
「2040年の供給不足は、およそ
現在の近畿地方の就業者数が丸

ごと消滅する規模」
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人権とディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）
は企業の生き残りをかけた課題に。
ステークホルダーとしての労働者＝自社社員だけというマインド
からの脱却。
経済的利益と社会的（グローバル）課題解決を同時追求するサス
テナブルビジネスモデル。

→ 全社員が、内外との関係で、「自分事化」できるか

いま求められる変革

Copyright©2022 ILO Tokyo,All Rights Reserved



考えてみましょう

• 人権の意義
• 人権への負の影響

14
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「ビジネスと人権」
人権＝人間が人として本来もっている権利

存在しなかったらどうなるか？ビジネスは成立するか？

「人権」＝「国際的に認められた人権」である必要。
→ 最低限、世界人権宣言、国際人権規約、ILO中核的労働基準

「人権侵害」＝雇い主…などが弱い立場の人の人権を無視して不当な取扱いをすること
出典：岩波国語辞典第4版

「立場の互換性」
世界中どこにいても、人権侵害は起こり得る
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人権の内容と企業活動
企業が注意すべき関連事案の例世界人権宣言・国際人権規約上の権利

深刻なハラスメントまたは危険な労働条件残虐で非人道的もしくは品位を傷つける取り扱いを受けない権利
深刻なハラスメント身体の自由および安全についての権利
身分書類の預かり、移動制限移動の自由についての権利
プライバシー権、ネット上の誹謗中傷私生活についての権利
宗教上の便宜不供与思想、良心および宗教の自由についての権利
検閲への加担意見および表現の自由についての権利
ヘイトスピーチ人種的、宗教的または国民的憎悪の唱道からの自由についての権利
ワークライフバランスの欠如家族の保護についての権利
ジェンダー差別、人種差別差別を受けない権利
コミュニティーの住民への負の影響少数民族の権利
恣意的な解雇、社会保障へのアクセス制限、職業訓練の欠如労働の権利
最低賃金や同一価値労働同一賃金の不提供公正かつ良好な労働条件を享受する権利
社会保険加入拒絶、労災拒否社会保障についての権利
産前産後休暇の不提供、過重労働、ワークライフバランスの欠如家族生活についての権利
開発によるコミュニティーの生活侵害相当な生活水準についての権利
労働安全衛生、過重労働、製造者責任健康についての権利 16

（参照：JTF 繊維産業における責任ある企業行動ガイドライン）



１. 結社の自由

と団体交渉

２. 強制労働の

廃止

３. 児童労働の

撤廃

４. 雇用と職業
における差別
の排除

労働における基本的原則および権利に関するILO宣言（1998）
→未批准国も尊重、促進、実現の義務を負う

「国際的に認められた人権」の労働側面

→ ILO中核的労働基準

©ILO

©ILO

©ILO

©ILO
５．労働安全衛生

Copyright©2022@ILO Tokyo, All Rights Reserved
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国連ビジネスと人権
に関する作業部会の
訪日調査終了時声明
の概要

出典：ヒューライツ大阪「国連ビジネス
と人権に関する作業部会の訪日調査終了時
声明の概要」
(https://www.hurights.or.jp/archives/n
ewsinbrief-ja/section4/End-of-Mission-
Statement_Country-Visit-to-
Japan_UNWG-
BHR_schema2_230804.pdf)
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私があの人の立場なら…

19



人権の保護・ 尊 重 に 向 け
て国家の果たす役割

20
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出典：外務省パンフレット「ビジネスと人権とは？」
(https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100116940.p
df) 

ビジネスと人権に関する
指導原則

©OHCHR
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NAPとは何か。
国連ビジネスと人権WGの

ガイダンスより

ビジネスと人権市民社会プラットフォーム
作成の冊子から引用 (https://www.bhr-nap-
cspf.org/about-nap/nap-guidance/)

22
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日本のビジネスと人権に関する行動計画（20‐25）
2020年10月16日公表

 国連指導原則の3本の柱（国の人権保護義務、企業の人権尊重責任、救済
アクセス）に沿って、国が責任をもって行うアクションを整理（担当省庁
を明記）、関係府省庁間の認識の共有・理解促進、政策の一貫性を確保し
、連携を高める

 企業に対し、労働における基本的権利に関する原則（ILO1998年宣言）
を尊重し、人権デュー・ディリジェンス、ステークホルダー対話、苦情処
理システムの導入を期待

 責任ある企業活動の促進を図ることにより、国際社会を含む社会全体の
人権の保護・促進に貢献し、日本企業の信頼・評価を高め、国際的な
競争力及び持続可能性の確保・向上に寄与することを目的としている

出典：外務省「ビジネスと人権に関する
行動計画(2020-2025) 

(https://www.mofa.go.jp/files/100104121.pdf) 
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NAP：労働に関する主な措置
労働者が恩恵を受ける投資/経済連携協定の締結と
市民社会対話（P20- 21）

ディーセント・ワークのためのILO基本的権利に関する
原則の尊重、促進、実現、ワークライフバランス、条
約批准追及、ハラスメント対策強化（P10）

ビジネスと人権に関する啓発（公務員向け、企業（含
中小）向け）、企業表彰と国際機関との協力（P22）

外国人労働者/ 技能実習生等を含む労働者の権利保
護・尊重、雇用管理指針、多言語対応、失踪対策
（P11-12）、共生社会実現（P18）、転籍支援（P27）

ILO宣言及びILO多国籍企業宣言の周知、在外公館
や関係機関を通じた海外進出企業向け人権DDの啓
発（P23-24）、ILOへの拠出を通じたサプライチェーン
におけるディーセント・ワークの促進（P25）

国際機関等への拠出を通じた児童労働の撤廃に向
けた支援（P12）

ポータルサイトを通じた中小企業への情報提供、取
引条件・取引慣行改善（P25）

官民での障害者雇用の促進、女性活躍推進に向けた
ケアワークの平等な分担推進、性的指向・性自認に関
するパワハラ防止、公正な採用選考（P16‐17）

入管庁職員・労働監督官研修、NCP運用改善
（P27-28）

公共調達－障害者優先調達推進法、WLB推進企業加
点評価、公共工事品確法による働き方改革推進
（P18-19）

24

出典：外務省「ビジネスと人権に関する行動計画(2020-2025)」
(https://www.mofa.go.jp/files/100104121.pdf）
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政府ガイドライン

出典：経済産業省ウェブページ 25

出典：経済産業省ウェブページ

出典：経済産業省ウェブページ



企業の人権尊重責任に向けて

• 人権デュー・ディリジェンス
• ステークホルダーエンゲージメント

T H I N K A B O U T “ H U M A N R I G H T S D U E D I L I G E N C E ”

26



議論のための問い２（複数選択可）

27

A. 社長直属の専門部
B. 人事部/労務部
C   サステナビリティ部/ESG部
D   法務部
E 調達部
F 広報/IR部
G .     その他

ビジネスと人権の課題はどの部署が扱っていますか？

Copyright©2022 ILO Tokyo, AllRights Reserved
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出典：外務省パンフレット「ビジネスと人権とは？」
(https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100116940.p
df) 

ビジネスと人権に関する
指導原則

©OHCHR
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企業の人権尊重責任（指導原則第2の柱）の特徴
～どのような企業行動を促進すべきか～

企業の人権尊重責任のキーワード：

・法的 + 社会的責任

・国際基準（国際人権/中核的労働基準）

・ステークホルダーとの有意義な協議

・サプライ/バリューチェーン

・個別具体的影響と優先度

ステークホルダーとの
対話・協働

（Engagement）

企業

ステークホルダー

企業はステークホルダーと共存関係

29
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30バリューチェーン

生産
・飼料

・飼育/栽培

製造
・加工
・包装

物流
・海運
・陸運

自社 外食/小売 消費者

人々の生活環境
地域社会

サプライチェーン

株主

「影響力」

「影響」

労働者労働者 人々の生活環境
地域社会

考えてみましょう
・ステークホルダー
・サプライ / バリューチェーン
・負の影響 / 正の影響

銀行

政府

政府
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人権デュー・ディリジェンスとは？
事業活動における人権侵害リスクを調査・特定し、

予防・軽減・是正のために対処すること



よくある質問から考える

▶「人権対応はどこまでやったら社会から認めてもらえ
るか」について、どのように考えるべきですか？

▶人権対応を進めるにあたり、事業上のメリットとリス
クを挙げるよう社内で求められているのですが、どの
ように説明すべきですか？

▶社内の人権担当部署は組織のどこに位置付けるのがよ
いでしょうか？

▶取引先にも人権方針を策定してもらいたいのですが、
国際スタンダードを含めて理解してもらうのが難しく
感じています。どのように働きかければよいですか？

コミットメント／手続統合

32



よくある質問から考える

▶ステークホルダーとの対話ではどんな指摘をされるか分からない
ので怖いと感じています。また要求事項について自社で対応でき
るか分からない状態で対話することに不安を感じています。どの
ように対話を開始したらよいでしょうか？

▶労働組合と人権対話を開始しようとしましたが、賃上げなど典型
的な労働条件交渉になってしまってサプライチェーンの話などが
難しく感じています。対応策はありますか？

33



企業実務に
どう落とし込むか

（ 企業実例を踏まえて）

34
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35
JTF）繊維産業の責任ある企業行動ガイドライン

🄫 JTF

JTF）繊維産業の責任ある企業行動ガイドライン

35

＜キーポイント＞
サステナブルな事業にするために

→ 人権の理解/人の顔が見える取組みを

→ ステークホルダーとの対話によって自ら考える責任

→ 目的を共有し協働によって解決に導く

→ 負の影響だけでなく正の影響も創出し、Win-Win関係をつくる
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労働者（従業員）は…

 事業活動の担い手
 人権侵害の被害者にも加害者にもなり得る立場
 人権尊重には現場の従業員の持つ情報の活用と
従業員の積極的な行動が不可欠

36

金属労協／JCM 2022年6月21日

政府の人権デュー・ディリジェンス「ガイドライン」策定
に関する要望より抜粋



→エンゲージメントでWin-Winの構造を作る

→情報開示で対外的に説明できる用意を
37
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出典：ILO「SDGsと企業戦略：競争力強化と社

会的責任ある経営・雇用戦略」
(https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---
asia/---ro-bangkok/---ilo-
tokyo/documents/publication/wcms_646082.pdf) 



ハンドブック・日系企業の実践事例

38
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ILO「国際労働基準と持続可能性に
配慮した調達ハンドブック」
(https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/p
ublic/---asia/---ro-bangkok/---ilo-
tokyo/documents/publication/wcms_73
5666.pdf)

ILO「Fair Play: 東京2020大会パートナー企業
ディーセントワーク推進に関する取組事例集」
(https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/--
-ro-bangkok/---ilo-
tokyo/documents/publication/wcms_735052.pdf) 



外部NGOとの協力の例（子供服企画製造販売）

• NGOの指摘：ミャンマーにある協力工場での違法長時間労働、低
賃金、不十分な労働安全衛生、女性労働者への保護体制の不備、
救済システムの不備等

• DD：サプライチェーン上の繊維商社を通じた関係把握、現地調査
（労働者のインタビュー）を外部NGOと協力して実施、第三者委員
会を立ち上げ対応を公開

• 救済：日本の外国人労働者の就労実態調査と継続的モニタリン
グ、苦情処理のためのスマホアプリを170サプライヤーに導入

• インセンティブ：安全で品質の高い商品を一緒に作っていくという
価値観を共有し、取組みに応じて発注量を確保・維持、長期的で
健全な取引関係を構築

39Copyright©2022 ILO Tokyo, AllRights Reserved



中 核 的 労 働 基 準 の 確 認

40
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労働者の目線から見た強制労働

－ まず、強制労働の原因の把握が重要！

41

強制労働＝「ある人が処罰の脅威によって強制され、
また自らが任意に申し出たものではない労働やサービス」

Ex)
• 身体的拘束
• 心理的強制（処罰による脅し）
• 労働条件に関する虚偽約束
• 賃金の留保・不払い
• 個人所有物の留置
• 性的暴力
• 告発・国外追放の脅し
• 権利・社会的地位・住居の剥奪

第二部２（１）

強制労働 P20－23
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確認項目の例（強制労働） ※繊維産業における責任ある企業行動ガイドライン 別冊より

 労働者に、適用ある法令または労働協約上認められた時間を超えた労働を命じ、従わない場合にペナルティを課すなどと言って、
長時間労働をさせていないか？

 労働者に対して、その人格を傷つける言動、差別的言動、または威迫する言動によって、時間外や休日に勤務させていないか？

 労働者が、合理的な通知によって雇用を終了させる自由、契約満了時に仕事を辞める自由を有しているか（賃金の支払いの遅延
や金銭的なペナルティを課したりするなど労働者が脅威を感じる可能性がある行為によって、事実上職場を辞めることが制約され
ていないか）？

 使用者が賃金の支払いを遅らせたり、留保したりしていないか？

 賃金の前借金や労働者に対するローンの貸し出しは、適用ある法令に沿って行われているか？

 使用者が労働者に対し、法令上保障されている有給休暇があるにもかかわらず、「病欠したら解雇や給料を減額する」などの発
言をしていないか？

 労働者が職場、寮、工場が存在する地区・地域を、就業時間外に離れることを使用者が制限していないか？

 労働者が個人的な文書（出生証明書、パスポート、労働許可証、IDカードなど）に自由にアクセスすることを使用者が制限してい
ないか？外国人労働者に対して、帰国させるとの脅しや不法滞在を告発するとの脅しを行っていないか。

 使用者や第三者に対して債務を負っている労働者がいるか？いる場合には、当該債務によって自由に離職することが妨げられてい
る状態ではないか？

 懲戒処分の効果として、労働者に働くことを実質的に強制させていないか？例えば、労働組合に加入しようとしたことやストラ
イキに参加したことを理由に、制裁として望まない労働を求めていないか？

 労働者の募集の際に示されたものと異なる労働条件を、本人の同意なしに適用していないか？

 受注者側での極度の時間外労働を誘発しうるような発注量や納期で発注を行ったり、無理な注文の変更をしていないか？

 間接取引先を含むサプライチェーン上の取引先における強制労働のリスクについて確認する際は、取引先使用者による隠蔽を防
ぐため、取引先企業で働く労働者や、労働組合・NGO等へのインタビューを実施しているか？ 42
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児童労働とは
ILO就業最低年齢条約 (第138号、176国批准)
• 児童労働の定義－法定の就業最低年齢を下回る年齢

の子どもたちによってなされている労働
開発途上国先進国

14歳15歳通常の労働

18歳18歳危険有害労働

12歳13歳軽易労働

ILO最悪の形態の児童労働条約（第182号、187国批准）
最悪の形態の児童労働とは
• 人身売買、徴兵を含む強制労働、債務労働などの奴隷労働
• 売春、ポルノ製造、わいせつな演技に使用、斡旋、提供
• 薬物の生産・取引など不正な活動に使用、斡旋、提供
• 児童の健康、安全、道徳を害するおそれのある労働 43
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確認項目の例（児童労働） ※繊維産業における責任ある企業行動ガイドライン 別冊より

 雇用時に労働者の年齢を確認できる、信頼性のある適切な体制を整えているか。国内法に、年齢確認の方
法（根拠とすべき書類など）が定められている場合には、当該定めに従って確認を行ったうえで、偽造に
よる誤認を防ぐために複数の書類による確認を行うなど（例えば、出生届とパスポートなど）しているか
（その他、歯の育成状況による検査などもあり得る）？

 18歳未満の労働者の名簿を常時備え、特別な配慮が必要である若年労働者に誰が該当するか適切に把握し
ているか？

 18歳未満の労働者に危険な業務に該当する労働を行わせないよう、各国法で定められる「危険な業務」の
内容を把握しているか？

 15歳未満の若年者に労働をさせている場合には、法令上許容される「簡易労働」に該当するか確認してい
るか？

 15歳未満の若年者に労働をさせている場合には、「同一価値労働同一賃金」の原則に基づく公正な報酬を 与
え、時間外労働を禁止し、12時間の夜間休憩および休暇を取得させ、1週間および1日当たり労働時間の 厳
格な制限を守っているか？

 間接取引先および委託加工先の家内労働を含む取引先における児童労働のリスクについて確認する際は、
取引先使用者による隠蔽を防ぐため、取引先企業で働く労働者や、労働組合・NGO等へのインタビューを実
施しているか？児童労働に対する意識を啓発するため、児童労働の定義、最低就業年齢、禁止される危険
な業務の具体的内容、児童労働が発覚した場合に報告できる相談窓口などを規定した方針を策定し、取引
先にも周知しているか？

 受注者側での過度な極度の時間外労働を誘発しうるような発注量や納期で発注を行ったり、無理な注文の
変更をしていないか？

4144



結社の自由と団体交渉権の実効的な承認
結社の自由を尊重するために…
• 労働組合の結成・加入、活動に対して干渉しない/させないこと
• 反組合的な差別待遇をしない/させないこと

団体交渉権を尊重するために…
• 自由かつ自主的な交渉の確保
• 誠実な団体交渉（有意義な交渉のための情報提供、不当な遅滞の回

避、解決のための十分な時間の確保、合意への努力、事業活動移転
による威嚇の回避、合意した協約の遵守）

Copyright©2022 ILO Tokyo,All Rights Reserved

さらに、救済アクセスの観点から…
• 労働者の、いかなる不利益を被ることなく苦情を申し立てる権利及び適切な手続きにより苦情の審査

を受ける権利の尊重
• 中核的条約の原則に拘束されていない国で活動する場合には特に重要
• ただし、苦情処理メカニズムは、ステークホルダー・エンゲージメントや団体交渉のプロセスを補完す

るが、代替とはなり得ない。これらは、正当な労働組合の役割を害するために使われてはならず. . .
（UNGP29解説）。

©ILO

45



確認項目の例（結社の自由・団結権・団体交渉権） ※繊維産業における責任ある企業行動ガイドライン 別冊より

労働組合が存在する場合労働組合が存在しない場合

 複数の労働組合が企業内に存在する場合に、平等に取り
扱っているか？

 労働者代表は、挙手や投票など民主的な方法で選ばれており、
労働者の過半数を代表しているか？使用者側が指名した者や、
労働条件などの決定等につき経営者と一体的な立場の者ではな
いか？

 反組合的な差別行為（例えば、組合への加入または組合活
動への参加を理由に、労働者を解雇したり、不利益を与え
たりする行為）を禁止しているか？

 労働組合の結成の要請があった場合に、これを妨げていない
か？企業外部の労働組合に労働者が加入することを妨げていな
いか？

 特定の労働者が、過去に組合活動を行ったこと（ストライ
キへの参加を含む）や労働組合に加入していた事実を、採
用や昇進、契約更新時、給与の決定等人事判断において考
慮に入れていないか？

 特定の労働者が、過去に組合活動を行ったこと（ストライキへ
の参加を含む）や労働組合に加入していた事実、あるいは労働
組合結成を目指して活動した事実を、採用や昇進の際、契約更
新時、給与の決定等人事判断において考慮に入れていないか？
組合活動を行ったことがきっかけとなり、職場でハラスメント
やその他の差別につながっていないか？

 組合活動を行ったことがきっかけとなり、職場でハラスメ
ントやその他の差別につながっていないか？

 労働者代表と企業との間の交渉に不当な影響を与えることや、
団結権の行使を妨げることを目的として脅しや報復を示唆し、
または労働者を異動させることを、禁止しているか？

 労働組合と企業との間の交渉に不当な影響を与えることや、
団結権の行使を妨げることを目的として、脅しや報復を示
唆し、または労働者を異動させることを禁止しているか？

 労働者らによるストライキが平和的方法により起きた場合に、
警察等を呼んで無理やり解散させていないか？

Copyright©2022 ILO Tokyo,All Rights Reserved 46
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差別撤廃に向けて
ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン

職場における「ダイバーシティ（多様性）・
エクイティ（公平性）＆インクルージョン
（包摂性）」とは：
個々の労働者の様々な差異（多様性）を認め、受け
入れ、個々の労働者が職場において異なる潜在的な
バリア（壁）に直面する可能性を認識しつつ、労働
者全員がその能力を全力で活かせる公平な環境を作
る積極的な努力を行い（公平性）、そして、労働者
全員が心理的に安全と感じ企業への帰属意識を持つ
ような職場環境を創造する（包摂性）ことを指す。

🄫 JTF
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ILO「仕事の世界におけ
る暴力とハラスメント：
暴力とハラスメント根絶
に向けた国際労働基準」
(https://www.ilo.org/wcms
p5/groups/public/---asia/-
--ro-bangkok/---ilo-
tokyo/documents/publicati
on/wcms_733206.pdf)



他にも、労働安全衛生との関係、職場から離れる権利など
49
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確認項目の例（差別） ※繊維産業における責任ある企業行動ガイドライン 別冊より

在籍時採用時

 雇用形態にかかわらず、すべての労働者に対して、人事考課
に関する客観的かつ明確なルールがあり、周知されている
か？

 仕事の遂行自体には必要のない、特定のグループに不利に働
く条件を、求人の条件や採用方針としていないか？（例：女
性については結婚していないこと等の条件を課す・採 用 手
続時に妊娠検査の実施を強制したりして妊娠していないこと
を条件とする、求人広告で特定の年齢層を指定する等）

 給与支払額その他雇用上の処遇決定時に、人種や労働組合の
活動歴、性別、障害の有無などを考慮に入れていないか？日
本人労働者と差別せずに、同一価値労働同一賃金の原則を
守っているか？

 採用面接時に、職務の遂行に関係のない個人的な情報（例:
宗教、出身地、政治的見解、家族構成、介護責任の有無、過
去の病歴など）を尋ねていないか？

 昇進や昇給は、仕事に関する能力のみに従って決定している
か？全ての労働者に対して、平等に、技術を向上させ昇進の
機会を与えるための研修を行っているか（夜や特定の時間に
家族のケアのために時間を割けない労働者含む）？

 結婚や妊娠等の予定について面接で尋ねていないか？妊娠して
いる労働者に対して、産休・育休を与えなくて済むように、出産
前に契約が切れるよう短期の契約しか締結しない扱いとしてい
ないか？

雇用終了時配置時

 整理解雇を行う場合、特定のグループのみを狙い撃ちして恣
意的に整理解雇の対象としていないか？（例：「男性は大黒
柱なのでなるべく解雇の対象から外すべき」といったバイア
スに基づいていないか）

 仕事遂行の能力のみに従って、仕事を割り当てているか？
（例:女性の管理職への登用を、女性という理由で避けるなど、
海外駐在や転勤、責任者の任命を男性の労働者を中心に検討し
ていないか？

全労働者に対して

 差別、ハラスメント、ダイバーシティ（多様性）・エクイティ（公平
性）＆インクルージョン（包摂性）に関する研修を経営層や管理
職も含め行っているか？

 差別を感じた経験について従業員を対象としたアンケート調査や労
働組合や労働者代表との対話を通じて、個々の労働者が直面してお
り使用者側が気づきにくい問題を認識し、個々人の能力を活かすた
めの施策が何かを分析・特定するための情報収集をしているか 50



安全で健康的な労働環境

51
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職業上の安全及び健康並びに作業環境に関する条約（1981年 第155号）

全ての労働者・事業場に適用

危険性の除去、保護具の提供、事故対処措置

同一の作業場に複数の企業がある場合の協力

労働者間協力、労働者代表との協力、情報提供及び協議

労働者の退避と不利益取扱禁止、危険な作業に戻る要求の禁止

52
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確認項目の例（労働安全） ※繊維産業における責任ある企業行動ガイドライン 別冊より
 労働安全衛生マネジメントシステムに関するすべての手続を通じて、労働者自身や労働者代表、労働組合が参加する組織体制を
整えているか（労働者とのエンゲージメントを図っているか）？例えば、法令の定めに従い、（民主的な手続により選出された
労働者代表を含む）労使からなる安全委員会や衛生委員会などを設置しているか？労働安全衛生の確保について、必要に応じ専
門家の協力を得ているか？

 安全衛生に関する書面による方針（安全衛生管理規則）をトップのコミットメントに基づいて策定したうえで、全労働者に対し
て周知し、また、全労働者が理解できる方法により研修を実施しているか（緊急事態が発生した場合の手続や、危険物の廃棄手
続なども含む）？

 職場の安全衛生に関する責任者を定め、どのような時間軸で、どのような施策を実行するのかを定めているか？ 労働安全衛生
措置を講じるために十分な予算が確保されているか？

 労働者の安全衛生に対する危険性とそのリスクを、調査によって具体的場面ごとに特定しているか？その際、メンタルヘルスの
不調も、安全衛生に関する問題として認識しているか？法令にしたがって産業医が役割を果たしているか？

 労働者の安全衛生に対する危険性は、若年者や妊娠中の女性など特に脆弱性の高い立場の労働者に対する特別な危険性も含めて
分析・特定されたうえで、研修等を通じてそのような労働者に完全に理解が浸透する体制となっているか？

 調査の結果発見された問題点に対処するための対策は、問題の深刻度に応じて、対策の内容と実施時期を明確に定め、実施して
いるか？例えば、建物自体の倒壊に結びつきかねない深刻な問題が発見された場合には、労働者を保護するために、安全性が確
認されるまで当該建物の使用自体を停止するなどしているか？

 労災（労災につながる可能性のある事案も含む）の件数と内容について、継続的に調査・分析し、記録化して、傾向を分析した
うえで対策を有効に講じているか？

 安全衛生に関する危険の特定や対策が効果的となるよう、政府機関や業界団体を通じて情報交換に努めているか？
 個人保護具（防護マスク、手袋、耳栓など）は用意されているか？また、必要な場面で保護具が着用されるように労働者に対し
て継続的な啓発を行っているか？

 取引先についても、労働安全衛生について十分な方針が導入され、かつ全労働者に対して周知されているか？また、全労働者を
対象とした十分かつ定期的な研修が実施されているか、確認しているか？ 53



（まとめに代えて）
まだ取組みを始めていない企業に、明日から始めてみてほしいこと

 人権を中心に据えた事業のレビュー：
自社の人権課題を浮かび上がらせる

- 過去の紛争、訴訟、法令違反やトラブルから学ぶ
⇒ 誰の、どんな人権が負の影響を受けたか

- コンプライアンス確認手順においても
⇒ 誰の、どんな人権を保障した法令か

 トップコミットメント(約束)を引き出す
- ビジネスと人権の潮流（法制化, ESG, SDGs…）

を把握する
⇒ 政府や業界団体の発信、活動への参加

- 人権尊重に取組む積極的意義を見出す
⇒ 特にコストとの兼ね合い

- トップの約束を全事業プロセスに統合させる
⇒ アウトプット重視の研修等

 関係者マッピングに着手する：
- 自社事業とサプライ/バリューチェーンの構造

を把握する
- 具体的な「人」と「人権」を思い浮かべながら

ステークホルダーをマッピングする
- 労働組合や労働者代表とビジネスと人権

について情報交換を始める

判断に迷ったら。。。

54



Thank you.

For more information:
Search: ILO駐日事務所

© ILO
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